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次世代育成支援対策推進法
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子育て支援課

子育て支援係
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平成２６年度

子育て支援

事業類型 法定受託系

次世代育成支援対策行動計画を推進する

1

子育てを社会全体で支援することの必要性を認識し、行政、家庭、学校、地域社会、企業等

が協働し次世代育成支援の取組を推進し、子どもたちの健やかな成長を図る。

平成20年度に市民アンケートを実施し、その結果などを踏まえ、平成21年度に後期計画を

策定した。

市民代表を始めとする次世代育成支援対策行動計画推進委員会を組織し、子どもと全ての

家庭を支援するための138事業について、単年度ごとに進捗状況の管理を行い、随時、計

画の見直しを行う。
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総合計画

分野別計画
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画の見直しを行う。
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H24

73

％

庁内部会を2回、市民が委員として参加している推進委員会を1回開催した。

子育てを社会全体で支援することの必要性を認識し、行政、家庭、学校、地域社会、

企業等が協働し、進捗状況の管理、計画の見直しを行い、次世代育成支援推進が図

られている。

また、「小牧市は子どもが健やかに成長できるまち」と思う市民の割合が増加した。
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各部署との連携がとれなくなり、それぞれ独立で子育て支援事業を行うことになる。こ

れにより、サービスが重複したり、必要なサービスが不足したりする。

計画的に事業を継続することにより、効果が期待できる事業がある。

次世代を担う子どもの支援が出来なくなる。
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判　定　理　由

「子ども・子育て新システム」など、新たらしい国の計画が策定されているので、それら

を参考にしながら、27年度以降の計画を策定する準備を始める。
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る課題等

平成26年度までの計画となっているので、27年度以降について未定である。

26年度までは、行動計画について進捗状況の管理、計画の見直しをする必要があ

り、次世代育成支援に関する計画は引き続き策定・推進をすべきであるため。

方向性の判定


